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第３章 いわゆる農業版ジョブコーチ育成研修に係る

基準プログラムの策定と研修の実施について 
   

直江 秀一郎   
 

１．はじめに 
 

 近年，農業分野における障害者の雇用・就労は，取組事例を紹介して興味を持つ方を増

やすといった普及啓発の段階から，農業現場においてこれを具体的に進める段階に興味が

集まっており，農林水産政策研究所の農福連携チームにおいても，このような観点からの

研究が求められている。 
そこで，第３章では，農業分野における障害者の雇用・就労を第三者が支援する具体的

な方法を考察するため，2020 年度（令和２年度）に，筆者が農林水産省農村振興局農村政

策部都市農村交流課に在籍中，農林水産研修所つくば館水戸ほ場において初めて実施した

「農福連携技術支援者」（いわゆる「農業版ジョブコーチ」）の育成研修について紹介・分

析する。 
 

（１）農業分野に特化した福祉の専門人材の必要性 

厚生労働省は，障害者雇用促進法が企業に障害者雇用を義務付けていること（第２章参

照）を受けて，2002 年度（平成 14 年度）から，障害者が職場に適応することを容易にす

るために職場を訪問し，障害者と事業主の双方にアドバイスをする専門人材である「職場

適応援助者」（「ジョブコーチ」）を養成している。現在，職場適応援助者養成研修は，厚生

労働省が所管する独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構（略称「JEED」）のほか，

厚生労働大臣が指定する七つの民間事業者によって実施されている。そして，厚生労働省

は，研修で養成した訪問型ジョブコーチを派遣する社会福祉法人等に対して，「障害者雇用

安定助成金（障害者職場適応援助コース）」の支給を行うことで，実際にジョブコーチ支援

が行われるようにしている。しかし，この助成は，事業主が納付した雇用保険を原資とし

て実施されていることから，支援の対象が，雇用保険の被保険者である障害者を雇用する

事業主である場合に限り，助成されるのが原則である。 
一方で，農業分野における障害者の雇用・就労は，農業法人や農業に取り組む特例子会

社といった雇用保険に加入する必要がある法人のみならず，雇用する労働者が常時５人未

満の個人農家や農作業を就労活動メニューとする就労系障害福祉サービス事業所等でも

実践されている。しかし，従来，これらの取組主体において，障害者の支援者となり得た

者は，農業者のほか，障害者総合支援法で就労系障害福祉サービス事業所に配置が義務付

けられている職業指導員等であったことから，必ずしも農業・福祉双方の知識や視点を備

えているとは限らず，特に，人員不足の職業指導員がこれを十分に身に付ける余裕がある
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とは限らなかった。そのため，これまで，現場からは，「障害者が行う農作業の水準が，農

業者が求める水準と異なる」といった不都合が聞かれてきた。また，農業分野は，天候の

変動や収穫適期に合わせて労働力を集中的に投入したり，熟練の感覚を要する作業を正確

に行ったりしなければ，経営が成り立たないことから，農業者本人は，自らが労働力とし

て農作業に割く時間を確保できることが求められてきた。さらに，近年，一部の自治体が

農福連携に知見のある人材を育成していることを念頭に，この分野に興味がある方から，

資格のようなものを取得したいとの要望が寄せられてきていた。 
これらの事情から，厚生労働省が養成する訪問型ジョブコーチとは異なり，農業分野に

特化した現場支援能力を備える福祉の専門人材を育成し，そのような人材を第三者として

農業現場に送り込むことは，もはや急務となっていた。 
 
（２）農業版ジョブコーチ育成研修の実施 

そこで，農林水産省は，2019 年度（令和元年度），「農福連携等推進ビジョン」を策定し，

「農業版ジョブコーチの仕組みを全国共通の枠組みとして構築し，専門人材を育成する」

ために，「農林水産省の農林水産研修所において（中略）研修を行う」ことを明記した。こ

のことを受けて，農林水産省は，農林水産研修所つくば館水戸ほ場において，2020 年（令

和２年）８月から９月にかけて研修を実施の上，同月，18 名の受講者全員を修了認定して

第１期生として送り出し，「農福連携技術支援者（農林水産省認定）」の肩書を用いて農業

現場を支援できることとした。 
厚生労働省が養成した訪問型ジョブコーチは，2005 年度（平成 17 年度）から 2019 年

度（令和元年度）にかけて，累計 7,105 名となっており，農業版ジョブコーチの数はこれ

に遠く及ばない。また，本研修は，ゼロから制度設計して実施したものであり，実施に至

るまでの過程では，多くの試行錯誤があった。本稿は，筆者が，2019 年度（令和元年度）

から 2020 年度（令和２年度）にかけて，本研修の主担当として，全国共通の基準プログ

ラムとシラバスの策定，テキスト執筆及び研修の企画・実施を担当したことを踏まえて，

初年度の記録を研究報告資料として残すことにより，農業分野における障害者の雇用・就

労を支援する専門人材の育成手法の発展に資するよう，供するものである。 
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写真３－１ 令和２年度農福連携技術支援者育成研修受講者及び関係職員一同 

注（1）撮影日：2020 年 9 月 16 日，撮影者：受講者 
 （2）撮影場所：農林水産研修所つくば館水戸ほ場大教室（茨城県水戸市） 
 （3）後列左端：農林水産研修所つくば館担当職員，後列右端：農林水産研修所つくば館水戸ほ場担当職員， 

教卓前：筆者，それ以外：受講者 

  

２．既存の類似人材の整理及び農業版ジョブコーチの位置付け 
 
 これまで，自治体や民間団体の中には，農業分野における雇用・就労を支援する専門人

材を独自に育成したり，必ずしも雇用・就労の促進を目的としないものの，障害者や高齢

者が農作業に携わることに第三者の立場として介入したりする資格制度を設けてきた所

がある。そのため，まずは，これらの人材や制度を整理した上で，農林水産省が育成する

農業版ジョブコーチの位置付けを再確認する。 

 

（１）自治体等が養成してきた人材（資格でないもの） 

 自治体等が独自に養成してきた人材（資格でないもの）としては，①「サポート」とい

う言葉を含む「農業就労サポーター」「農福連携サポーター」「農業就労チャレンジサポー

ター」「農作業等支援サポーター」，②「ジョブ」という言葉を含む「農園芸ジョブトレー

ナー」「農業ジョブトレーナー」「農園芸ジョブマネージャー」「アグリジョブコーチ」，③

「コーディネート」という言葉を含む「農福連携コーディネーター」「農業就労チャレンジ

コーディネーター」「施設外就労コーディネーター」等を把握している。 
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  １）サポートという言葉を含む人材について 

 （ア）兵庫県 

 筆者が把握した範囲で，サポートという言葉を含む人材の養成を最も早く開始したのは，

兵庫県である。同県は，2011 年度（平成 23 年度）から 2016 年度（平成 28 年度）にかけ

て，「農業就労サポーター」の養成・派遣を実施した。これは，子育てを終えた方や定年を

迎えた方等をボランティアとして農業現場に派遣し，障害者のサポートを行う人材である。

養成講座で教鞭を取った豊田（2016：26）は，「受入施設から提供される作業を理解し，

障害者を見守り，作業がうまくいかない時に指導・助言を行う」「障害者の作業習熟度を高

めて自立を促す」「障害者の作業の様子や，障害者が自ら伝えきれない要望について受入施

設へ伝える」人材と位置付けている。 
 

 （イ）島根県 

島根県では，2013 年度（平成 25 年度）から，「農福連携サポーター」と名付けた人材を

派遣している。これは，農業改良普及指導員の OB 等で構成され，NPO 法人島根県障がい

者就労事業振興センターが選定・派遣するものであり，「農業の技術不足から作物の生産が

不安定であったり，農業の知識不足から農業への取組に不安を感じていたりする障がい者

施設の職員（支援員）の方々からの要請を受け，障がい者施設の現場において直接農産物

の栽培等に関する相談や助言・指導を行う」人材と位置付けられている。 
 

（ウ）長野県 

長野県は，2014 年度（平成 26 年度）から，「農業就労チャレンジサポーター」を派遣し

ている。具体的には，長野県から業務を委託された NPO 法人長野県セルプセンター協議

会が，農業と障害者に関心があるリタイヤ農業者等を登録し，「ご自身の経験や知恵を活か

し，障がい者の作業をサポート」してもらう人材である。同センターの担当者によると，

農業就労チャレンジサポーターは専門家として支援するのではなく，障害者や職業指導員

等に代わって，簡単な農作業や高所作業を一緒に行うほか，障害者の移動に付き添う等，

補完的な労働力ともなり得る小回りの利く存在と位置付けられている。 
 

（エ）農林水産省 

農林水産省は，2017 年度（平成 29 年度）に実施した補助事業である「農山漁村振興交

付金」(1)において，初めて「農作業等支援サポーター」という言葉を用いた。これは，農

林水産省が，民間事業者に補助金を直接交付することで，独自に人材を育成する取組を支

援するものである。当該事業の実施要領では，「農業経営体に代わり，農作業現場における

障害者に対する作業指示等を行う」人材としている。また，翌 2018 年度（平成 30 年度）

に実施した「農山漁村振興交付金」(2)でも，ほぼ同様に表現している。 
  

－62－



- 63 - 
 

（オ）共通点 

このように，「サポート」という言葉を含む人材は，総じて，①レベルは問わないものの，

必ず農業技術に関する作業指示をすること，②原則として作業指示や補完的労働を農業現

場で行う役目であり，障害者が職場に定着するために福祉の専門家として支援することは

必ずしも求められていないこと，という二つの特徴がある。 
 

２）ジョブという言葉を含む人材について 

（ア）三重県 

 「ジョブ」という言葉を含む人材の育成を最も早く開始したのは，名張市障害者アグリ

雇用推進協議会（三重県名張市）である。同協議会は，このような人材を「農業ジョブト

レーナー」と呼び，「障害者を受け入れる農家の負担を減らしたり，障害者の就労を支援し

たりする」「障害者の人と共に畑で作業し，障害者の人がより働きやすくなるよう，受入農

家と障害者の人（家族を含む）に必要な支援を行う」人材と位置付け，2008 年度（平成 20
年度）から，障害特性に関する座学講義や農作業体験等といったプログラムで研修を行っ

た。 
また，2012 年度（平成 24 年度）から 2013 年度（平成 25 年度）にかけて，名張市内の

株式会社緑生園は，農林水産省の委託事業として「農園芸ジョブトレーナー」養成研修講

座を実施しており，委託事業が終了した後もこれを継続している。この頃から，カリキュ

ラムには，障害者をどのような農業者に雇用してもらうかを検討するケーススタディ，支

援計画の作成体験，個人情報の取扱い手法といった，アセスメントにも通じる福祉的な項

目を含めたのが特徴的である。さらに，上級者である「農園芸ジョブマネージャー」を養

成するために，障害者雇用促進法が民間企業に義務付けた合理的配慮が提供されているか

を確認する手法等も含めるようになった。 
そして，2015 年度（平成 27 年度）には，一般社団法人三重県障がい者就農促進協議会

が設立され，翌 2016 年度（平成 28 年度）からは，県レベルでも，障害者の能力や適性な

どに応じて農作業の工程分割・調整や割り当て，使用する器機の調整などを行うことによ

り，「農業経営者と就労を希望する障がい者の双方に関わり，障がい者がより働きやすくな

るよう支援・指導する人材」である「農業ジョブトレーナー」の育成に取り組んでいる。

また，青森県といった県外で農福連携に取り組む法人の中には，当該協議会に加入して社

員を研修に派遣することで，自らの地域で人材育成に取り組もうとしている。 
このような三重県の取組は，NPO 法人日本園芸福祉普及協会の理事・認定講師である株

式会社緑生園の代表取締役らが中心となって実施されてきており，後述する園芸福祉から

農福連携へのステップアップを図るために，障害者が農業という職場で活躍できることを

目指したものである。 
 

（イ）愛知県 

 愛知県は，2011 年度（平成 23 年度）から 2012 年度（平成 24 年度）にかけて，「アグ
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リジョブコーチ」の育成を実施した。これは，「農業・福祉双方を理解でき，かつ障がい者

に対して農業者が期待する就業能力を高めることを支援できる人材」と位置付けたもので

あり，障害者本人の能力を高めることにも注目している点が特徴的である。研修プログラ

ムには，農作業実習のほか，障害者雇用や就労系障害福祉サービス事業の仕組み，障害特

性と職業的課題，アセスメントやナチュラルサポートの手法，わかりやすい指示技法等を

座学で学ぶ内容も含まれており，感覚的な支援でなく，理論に裏付けられた知識に基づく

支援を行えるように企画されていた。 
 

（ウ）農林水産省 

 農林水産省は，2019 年度（令和元年度）に実施した補助事業である「農山漁村振興交付

金」(3)において，「農業版ジョブコーチ」という言葉を初めて用いた上で，「農業経営体が

障害者を雇用等により受け入れる際，障害特性を踏まえた作業指示や配慮事項等をアドバ

イスし，障害者の職場定着を支援する人材」と表現した。 
さらに，翌 2020 年度（令和２年度）に実施した同様の補助事業では，「農福連携サポー

ター」と 2018 年度（平成 30 年度）に似た言葉を用いているものの，内容としては同様の

表現をしている。 
 

（エ）共通点 

このように，「ジョブ」という言葉を含む人材は，①厚生労働省のジョブコーチ制度の存

在を念頭に，農業を障害者の職業＝ジョブと位置付けた上で，障害者の職場定着を支援す

る，②障害特性を踏まえた福祉的な観点から，具体的な配慮事項までアドバイスする，と

いう二つの特徴がある。そのため，「サポート」という言葉を含む人材より高度な人材と位

置付けられるものの，農業技術に関する指示技法や障害者を農業経営においてどのように

戦力化していくかという視点に乏しい面は否定できなかった。また，2008 年度（平成 20
年度）の厚生労働省の調査によると，配置型（旧：第１号）ジョブコーチのうち，連絡調

整や集中的支援などは自ら行っている方が約 7 割以上であったが，アセスメントや支援計

画の策定を自ら行っている方は，それぞれ約 4 割，3 割にとどまっており，農業版ジョブ

コーチの育成研修として，緑生園が行ってきたようなアセスメントにも通じる内容を中心

に据えなくても構わないとも考えた。 
 

  ３）コーディネートという言葉を含む人材について 

 「農福連携コーディネーター」とは，一般に，就労系障害福祉サービス事業所の設置・

運営法人と農業者が農作業に関する請負契約を締結するために，契約相手の開拓や契約内

容をすり合わせるための仲介をする人材を指す(4)。この役割は，自治体や就労系障害福祉

サービス事業所が企業等から業務を請け負うことを支援する共同受注窓口に配置された

職員等が担うことが多い。 
例えば，鳥取県では，2010 年度（平成 22 年度）から外部機関に委託する形で，2014 年
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度（平成 26 年度）からは県庁の保健福祉圏域単位にコーディネーターを配置している。

また，香川県では 2011 年度（平成 23 年度）から NPO 法人香川県社会就労センター協議

会に，島根県では 2012 年度（平成 24 年度）から公益財団法人しまね農業振興公社（現在

は NPO 法人島根県障がい者就労事業振興センター）に，福島県では 2016 年度（平成 28
年度）から福島県授産事業振興会に，それぞれコーディネーターを配置している。さらに，

長野県では 2014 年度（平成 26 年度）から NPO 法人長野県セルプセンター協議会に「農

業就労チャレンジコーディネーター」という名称の人材，岐阜県では 2015 年度（平成 27
年度）から岐阜県社会福祉協議会に「障がい者農業就労支援コーディネーター」（現在は一

般社団法人岐阜県農畜産公社の「農福連携コーディネーター」）という名称の人材，茨城県

では 2019 年度（令和元年度）から茨城県共同受発注センターに「農福連携アドバイザー」

という名称の人材を配置し，同様の職務を担わせている。これ以外の地域も含めて，近年，

農福連携コーディネーターの配置は，全国的に進みつつある。 
さらに，農林水産省は， 2019 年度（令和元年度）に実施した補助事業である「農山漁

村振興交付金」(5)において，「施設外就労コーディネーター」という言葉を初めて用いた上

で，「障害者就労施設等により農作業請負（施設外就労）のマッチングを支援する人材」と

表現しており，2020 年度（令和２年度）も同様としている。 
 このように，「コーディネート」という言葉を含む人材は，主として，障害者の仕事の創

出に向けた役割を担うことから，交渉能力や調整能力が求められる。そのため，「サポート」

や「ジョブ」という言葉を含む人材を育成するカリキュラムと同一の内容とすることは困

難であり，区別する必要があった。 

 

（２）民間団体による資格制度 

民間団体による資格制度には，①NPO 法人日本園芸福祉普及協会の園芸福祉士資格，②

日本園芸療法学会の園芸療法士資格がある。 
 

１）園芸福祉士資格 

初級園芸福祉士・園芸福祉士は，2002 年度（平成 14 年度）から NPO 法人日本園芸福

祉普及協会が養成・認定している民間資格であり，植物を通じた多彩な活動を展開し，豊

かな地域社会を創るリーダーを養成するものとされている。 
協会によると，2019 年度（令和元年度）までの 17 年間で講座を受講した延べ約 10,000

名のうち，約 6,000 名が初級園芸福祉士の資格を取得しており，そのうち園芸福祉士と合

わせて約 2,200 名が協会に登録して活動している。 
初級園芸福祉士の資格を取得するには，全国数か所の会場で開講されている 20～24 時

間のカリキュラムによる講座を修了した後，年１回実施されている認定試験に合格する必

要がある。また，2009 年度（平成 21 年度）からは，上級資格に相当する園芸福祉士を設

置している。これは，①初級園芸福祉士の資格更新（初回は３年後・以降５年ごと）を１

回以上行い，審査申込時点で資格登録者であること，②園芸福祉活動を２年以上行い，年 
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写真３－２ 令和元年度初級園芸福祉士養成講座（埼玉会場）における実習の様子 

注（1）撮影日：2019 年 10 月 19 日，撮影者：筆者 
 （2）撮影場所：越谷サンシティホール（埼玉県越谷市） 

 
間活動アンケートを２回以上提出していること，③園芸福祉普及協会又は地域協力団体が

主催・共催する行事に１回以上参加することの全てを満たした上で，論文審査に合格する

と取得することができる。 
進士・吉長（2007：7）は，園芸福祉を「花・果物・野菜・その他の緑の栽培や育成，配

植，配置，交換・管理・運営，交流などを通じて，みんなで幸福になろうという思想であ

り，技術であり，運動であり，実践である」と定義している。同協会が創設された 2001 年

（平成 13 年）は，21 世紀になったばかりの頃であり，「モノの消費を中心とした社会から

自然や環境と共生をめざす循環型社会の実現に向け着々と進んでいる」状況において，「今

こそ，植物と接することや園芸・農芸作業によってもたらされる幅広い効果を見直し，社

 

設計図 

 

花卉の種類の確認 

 

室内での仮配置 

 

定植 

 

完成 
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会のさまざまな分野で活用すべき時を迎えている」という思想があったことが指摘されて

いる（進士・吉長（2007）のうち近藤・大野執筆部分（31-32））。そのため，初級園芸福祉

士の養成講座では，①園芸が身体に及ぼす効用や植物に関する基礎知識を習得する座学，

視覚障害を疑似体験しながら障害特性に配慮した農作業支援技法を体験するといった技

術面を学ぶカリキュラムに加え，②市民活動の蓄積により花や緑の多い社会環境を形成し

たり住民同士の交流が生じる「ソーシャルキャピタル（地域の絆資本）」やボランティア活

動の意義を習得する座学，園芸福祉活動を通じたコミュニティづくりを行ったりするモデ

ルプランの策定実習といった思想・発想を重視したカリキュラムも含まれている。また，

筆者が参加した 2019 年度（令和元年度）の講座では，埼玉県越谷市の公共施設「越谷サ

ンシティホール」の花壇を装飾する実習が行われ，受講者は，複数の花卉を素材として，

配色や香りを考えながら定植を行ったように，楽しさも重視している。 
 このように，園芸福祉士は，主として，医療・福祉施設のスタッフが職場で園芸を活用

した被介護者の日中活動プランを策定したり，地域づくりに携わる者が園芸を通じた地域

活性化プランを策定したりするために取得する側面が強い。これは，専門人材が求められ

ている農業現場では，収益を生み出す農業生産活動において障害者という労働力をどのよ

うに活躍させるかという視点が求められるのと異なるものである。一方で，養成講座が４

日間の工程でコンパクトにまとめられており，受講者が仕事と両立する負担が少ないこと，

障害者を相手にしない研修の場において，障害特性に配慮した農作業支援技法を体験でき

るカリキュラムである点が工夫されており，後者については農業版ジョブコーチの育成カ

リキュラムに取り入れることとした。 
 なお，本年度の農業版ジョブコーチ育成研修では，初級園芸福祉士養成講座で教鞭を取

る NPO 法人土と風の舎の渋谷代表にも御指導いただいたことに，感謝申し上げたい。 

 

２）園芸療法士資格 

園芸療法士・上級園芸療法士は，2005 年度（平成 17 年度）頃に確立された民間資格で

ある。園芸療法とは，「医療や福祉分野をはじめ，多様な領域で支援を必要とする人たち

（療法的かかわりを要する人々）の幸福を，園芸を通して支援する活動」であり，園芸療

法士とは，「これを実践するために欠かせない豊かな人間性と高度の知識・技術をもつ専門

家」とされている。 
日本園芸療法学会事務局によると，2001 年（平成 13 年）に発足した人間・植物関係学

会の分科会である園芸療法研究部会が 2004 年（平成 16 年）から資格者の養成を開始し，

2007 年度（平成 19 年度）までに 80 名余を養成した。しかし，人間・植物関係学会にお

ける園芸療法の占める割合が大きくなったことから，2008 年度（平成 20 年度）に当該部

門を分離・独立させ，同年度以降は，日本園芸療法学会が養成・認定している。同年度か

ら 2019 年度（令和元年度）までの有資格者数は，園芸療法士が 164 名，上級園芸療法士

が 56 名となっている。なお，2020 年度（令和２年度）からは，認定登録園芸療法士が園

芸療法士に，専門登録園芸療法士が上級園芸療法士に，それぞれ名称が変更された。 
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園芸療法士の資格を取得するには，認定校で実施されている 200 時間以上の座学講義に

加え，500 時間以上の園芸療法実習を修了した後，年１回実施されている認定試験に合格

する必要がある。認定校で受講しない場合は，認定試験の筆記試験に合格することで代替

できる。認定校でない場合も，500 時間以上の園芸療法実習の修了は必須となる。また，

上級園芸療法士は，「日本園芸療法学会認定園芸療法士の能力に加えて，園芸療法実務や研

究の経験を積み，園芸療法士を目指す人に対して園芸療法実習を指導する能力や研究発表

に関する能力を認めるもの」とされており，①学会に３年以上継続して所属，②学会大会

への参加，学会での発表，査読付き論文の発表で合計 10 ポイント以上を取得することの

全てを満たした上で，面接試験に合格すると取得できる。 
進士・吉長（2007：15-16）は，園芸福祉と園芸療法は目的と手段の関係にあるとする。

具体的には，松尾（2019：20）が，園芸療法は，園芸福祉と異なり，「療法的なかかわり

を要する人がしあわせを享受するために，専門家の支援をえながら行う園芸活動であり，

園芸療法士には人の心身の状態に配慮した高度な知識と技術が求められる」と位置付けて

いる。そのため，園芸療法士の養成カリキュラムは，医療や福祉に関する横断的な知識を

含むものであることに加え，実習の際は同じ対象者を一定期間扱うものとされている。 
このように，園芸療法士の資格を取得するには，相応の時間と労力を要し，専門家とし

て学術的視点も求められる。これは，園芸福祉士の養成講座と同様に，収益を生み出す農

業生産活動において障害者という労働力をどのように活躍させるかという視点とは，異な

るものである。しかし，支援者が，農作業を行う障害者の心身に起こっている仕組みを知

ることを求める点は，支援者の思い込みや感覚による誤った指示を防止することにつなが

り，実際の農業経営の現場においても活きるものと考え，この点を農業版ジョブコーチの

育成カリキュラムに取り入れることにした。 
なお，本年度の農業版ジョブコーチ育成研修では，淡路景観園芸学校園芸療法課程で教

鞭を取る兵庫県立大学大学院の豊田准教授にも御指導いただいたことに，感謝申し上げた

い。 

 

（３）農林水産省が育成する農業版ジョブコーチの位置付け 

１）概要 

厚生労働省のジョブコーチの助言の対象は，事業主（職場）・上司・同僚と障害者本人・

家族の２方向が位置付けられているが，農業分野における障害者の雇用・就労は，施設外

就労も含む概念であることから，職場に関係する者としては，就労場所となる農業者のほ

か，障害者と共に施設外就労のユニットを形成する就労系障害福祉サービス事業所の職業

指導員等も含まれる。また，農福連携の熟成度は，障害者が一つの農業法人や農業者のと

ころに長く定着することを求める段階に至っていない現場も多く，そのような場合には，

主として，農業の季節労働性に応じて，スポット的な労働力として円滑に動けることが求

められていることから，職場定着の支援という役割を強く求めないことが現実的と考えた。

そこで，農林水産省は，「農福連携技術支援者育成研修実施計画書」において，農業版ジョ
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ブコーチを「農業者，障害福祉サービス事業所の職業指導員等，障害者本人に対し，具体

的に，農福連携を現場で実践する手法をアドバイスする人材」と定義した。 
なお，2008 年度（平成 20 年度）の厚生労働省の調査によると，訪問型ジョブコーチを

専任としている者は僅か 16,2％にとどまっており，大多数が他の業務と兼務している状況

である。このことと同様に，農業版ジョブコーチが独立した人物であるとは限らず，農業

者や職業指導員等が本研修を修了し，農業版ジョブコーチとしての役割を果たすことも想

定した。 
また，厚生労働省のジョブコーチは，標準的には，最初は集中的支援を行い，課題が解

決した後はフェードアウトし，最終的にはジョブコーチがいなくても，職場の上司と同僚

による支援（ナチュラルサポート）だけで本人が職場適応できる状態にしていくという流

れで活動する。農業現場のうち，施設園芸や畜産でなく，スポット的な作業がメインとな

る所の場合，同じ作業を行える翌シーズンまで期間が空くため，農業版ジョブコーチも職

場にいる時間が長くなく，これと同じ流れでナチュラルサポートを形成するのは難しいケ

ースも想定していたが(6)，特定の職場にだけサポートを継続することは現実的でないこと

から，原則として，最初の数日間は，農福連携技術支援者もほ場に出向いた後，数か月間

は，要請に応じて巡回する等のフォローを実施することを想定した。 
 

２）具体的な役割 

農業版ジョブコーチの具体的な役割としては，先述した既存の人材を踏まえて，以下の

とおり位置付けた。 
まず，「サポート」という言葉を含む人材のように，農業技術に関する指示をすることが

大前提である。そのため，①農作業を行う障害者に対し，あらかじめ，又は取組開始後の

適時に，作物の栽培特性を踏まえた作業のアドバイスや補助を行うこと，②農業分野にお

ける就労に取り組もうとする障害福祉サービス事業所の職業指導員等に対し，あらかじめ，

又は取組開始後の適時に，農業技術の指導等，農業現場における障害者就労に関する実践

的かつ具体的なアドバイスを行うこととした。 
次に，「ジョブ」という言葉を含む人材のように，障害特性を踏まえた福祉的な観点から，

具体的な配慮事項までアドバイスするため，③障害者を受け入れようとする農業者に対し，

あらかじめ，又は取組開始後の適時に，障害者への接し方の指導等，農業現場における障

害者就労に関する実践的かつ具体的なアドバイスを行うこととした。 
そして，「コーディネート」という言葉を含む人材と区別することを明記した上で，研修

カリキュラムも，契約相手の開拓や契約内容の調整方法ではなく，農業と福祉の実務に即

して，具体的な知識を体系的に身に付けられるものにした。ただし，厚生労働省のジョブ

コーチについては，近年，支援対象が知的障害者から精神障害者・発達障害者へと変化し

ていくにつれ，職場に入って丁寧に付き添うスタイルよりも，情報収集・分析を行い，本

人が働きやすい環境を調整するコーディネーターやアドバイザー的な役割が求められる

という趣旨の指摘があることに加え(7)，本研修の修了試験の答案からは，受講者が，地域
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でコーディネーターの役割を担うことを構想していることも確認されており，来年度の研

修では，両人材の役割をより明確化することが求められる。

なお，農林水産省が 2019 年度（令和元年度）に実施した補助事業を活用した事業実施

主体の中には，自らが主宰する研修の名称に「農業版ジョブコーチ」を用いたものの，研

修内容が上記に至らない水準にとどまっていた所もあったことから，2020 年度（令和２年

度）以降は，農林水産省及び同省が策定する基準プログラムに準拠した研修を実施する都

道府県のみが，「農業版ジョブコーチ」を育成できることとし，民間事業者が行う研修では，

原則として「農業版ジョブコーチ」という名称を用いないこととした(8)。ただし，実際に

は，農林水産省の基準プログラムをほぼ参照しながら，「県版の農業版ジョブコーチ」を育

成しようとするケースも確認されており，実質的には基準プログラムが広がりつつある。 

３）育成者数及び活動者数の把握

農林水産省は，研修を受講した全員を修了認定し，農業版ジョブコーチとして活動する

ことを期待していることから，初級園芸福祉士・園芸福祉士の活動者数 2,200 名÷17 年間

＝約 129 を参考値として，毎年約 100 名の修了認定者を送り出すことを想定した。これ

は，全国に九つある地方農政局等管内のブロックのうち五つにおいて，少なくとも一つの

都道府県が定員 20 名の研修を実施すれば，達成できる数値である。 
また，修了認定から２年経過時にアンケート調査を行うことにより，活動実態を把握す

ることとした。

３．基準プログラムの策定

次に，基準プログラムを策定した。基準プログラムは，研修形式や日数に関する部分と

カリキュラムに関する部分の二つからなる。

（１）研修形式

１）形式及び日数

農林水産省が 2019 年度（令和元年度）に試行的に実施した研修は，事例紹介を中心と

する座学研修のみであったが，農業版ジョブコーチの役割からすれば，支援技法を体験す

るグループワーク及び農作業実習が不可欠なことから，第１講座として２泊３日の座学講

義，第２講座として３泊４日のグループワーク及び実地研修という構成にした。そして，

受講者が仕事と両立しながら受講したり，復習の時間を確保したりできるよう，第１講座

と第２講座を連続させず，１か月程度の期間を空けて実施することとした(9) 。（第３－１

図）

なお，JEED が実施する職場適応援助者養成研修は，千葉県又は大阪府で４日間の集合

研修を行った後，各都道府県に所在する地域障害者職業センターで４日間の実技研修を行

っている。福祉分野について学ぶ座学講座をやや少なくしたものの，全体日数としては，

農業版ジョブコーチ育成研修とおおむね同様となっている。
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第３－１図 令和２年度農福連携技術支援者育成研修時間割 

（農林水産研修所つくば館水戸ほ場実施分） 

注（1）農林水産省 WEB サイト中のページ「令和 2 年度 農福連携技術支援者育成研修の受講者を募集します」より。 
https://www.maff.go.jp/j/press/nousin/kouryu/200612.html（2020 年 12 月 12 日訪問） 

（2）作成者：筆者。

（3）ここでは，上記 WEB ページで公表されているものを実際に行われた時間配分に修正している。
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２）テキスト及び修了試験 

（ア）テキスト 

農業版ジョブコーチとして求められる資質が全国で標準化するとともに，将来にわたっ

てノウハウが承継されることを期待し，全国統一の研修テキストを作成した上で，研修講

師は，原則として当該テキストに準拠して講義することとした。これまで，農業と福祉の

専門書は別に存在していることに加え，それぞれが体系化されていることから，農業分野

における雇用・就労を支援しようとする者が，短期間の独学で必要な知識と技術を身に付

けることは，不可能だったと思われる。そのため，テキストを作成する際には，特に現場

における誤解が多かった事項や実務的に必要となる事項について，簡潔平易な言葉で正面

から答えるとともに，福祉系講座の部分で農作業における例示を出し，農業系講座の部分

で福祉的配慮の例示を出すなどして，相互にリンクしていることが受講者に伝わるように

心掛けた。さらに，テキスト末尾には，必要な知識と技術をまとめた「視点の一覧表」を

付けて，全体を俯瞰できるように配慮した。（第３－２図） 

 

第３－２図 農福連携技術支援者育成研修テキスト Ver.1 

注（1）農林水産省 WEB サイト中のページ「農福連携の推進」＞「６．人材育成のための研修」より。 
http://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/kourei.html（2020 年 12 月 12 日訪問） 

 （2）作成者：序章：農林水産省農林水産政策研究所次長 吉田行郷 
それ以外：農林水産省農村振興局農村政策部都市農村交流課高齢者対策班 
（執筆者は筆者）  

 

（イ）修了試験 

研修最終日には，農業版ジョブコーチとして必要な知識と技術を身に付けたかを確認す

るため，修了試験を実施することとした。 
修了試験は，最終日に 90 分間で実施するものとした。具体的には，「１．【基本的知識

テキスト 視点の一覧表 
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を問う問題】」として，五つの選択肢から三つの正答を選ぶ択一問題を 10 問，「２．【支援

能力を問う問題】」として，具体的なケースに対する支援策を記述する問題を１問，「３．

【意欲を問う問題】」として，農業版ジョブコーチとしての意欲と計画を記述する問題を１

問出題した。 
「１．【基本的知識を問う問題】」では，３障害の意義，障害者法定雇用率制度，福祉と

農業に関係する機関の役割，施設外就労の仕組み，基本的な農作業の内容等，農業版ジョ

ブコーチとして現場に入っていく際，知らなければ会話することも難しいような基本的事

項について直接的に聞いた。また，農作業に必要な身体の巧緻性，治具を用いた工夫の仕

方，農作業における最多注意配分数といった，支援方法を検討する際に必要な知識に関す

る事項も出題した。一方で，合理的配慮の提供義務や構造化の技法については，何を正解

とするかという感覚は個人によって異なるものと考えて，本年度は出題しなかった。 
「２．【支援能力を問う問題】」では，水戸ほ場で実施した作業と同様に，間口 6ｍ×奥行

20ｍのビニルハウスにおいて，統合失調症の 60 歳男性がミニトマトを収穫する際，おお

よその流れ，注意点，支援方法等を自由に記載してもらうことで，オリジナルな支援方法

を発案できる能力を確認した。 
「３．【意欲を問う問題】」では，修了認定された後に，地域において農業版ジョブコー

チとして活動する意欲を持っており，活動できる具体的な環境と計画があるかを確認する

趣旨で出題したものであり，分量も含めて自由に記載する形式とした。 
農業版ジョブコーチは国家資格でないことから，試験を通じた選抜を行う趣旨でなく，

受講者が自らの理解度を確認し，今後も絶えず学習と実践が必要であることを認識しても

らう趣旨で実施したものである。そのため，修了試験の設問（案）を実施計画書の末尾に

掲載の上，あらかじめ農林水産省 WEB サイトで公表するとともに，解答の際には，テキ

ストや講義資料を閲覧しても構わないこととした。受講者は，事前に構想をメモした用紙

を持参していたほか，自発的に SNS アプリ「LINE」でグループを立ち上げ，当該グルー

プ内において解答のポイントを検討したり情報交換したりするなどして，理解を深めたと

のことである。また，テキストの重要部分をマーカーで着色したり，試験時間内で該当ペ

ージを見つけられるようにインデックスを貼り付けたりするなど，相当な準備をしていた

ことがうかがえた。厚生労働省の職場適応援助者養成研修は，修了試験を課していないも

のの，本研修では，修了試験を課すことによって，受講者が相互に理解を深める場を設け

るという予想しない効果が確認された。 
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写真３－３ 受講者がテキストを加工した様子 

注（1）撮影日：2020 年 9 月 16 日。 
（2）撮影者：筆者。 

 

（２）カリキュラム 

最も重視したのは，カリキュラムの策定である。カリキュラムを策定する際には，徹底

的に実務に注目しながら，特に以下の五つの点に注意した。 
 

１）農業分野における障害者の雇用・就労取組に関するルール 

第１に，農業分野における障害者の雇用・就労の取組は，福祉や労働に関する法規に基

づいて実践されていること，そして，そのようなルールの内容を簡潔明瞭に紹介する点で

ある。具体的には，①障害者の働き方には一般就労と福祉的就労があること，②どのよう

な当事者との間にどのような契約関係が成立しており，どのような権利・義務が生じてい

るか，③就労系障害福祉サービス事業所の運営や農作業の請負報酬に係る金銭の流れがど

のようになっているか，という３点である。 
例えば，農業者が障害者を直接雇用する一般就労の場合，健常者の雇用と同じように労

働基準法・最低賃金法といった各種労働法規に加え，障害者雇用特有の事項として，障害

者雇用促進法が規定する合理的配慮の提供が必要となる。また，施設外就労・施設外支援・

施設内就労といった福祉的就労の場合，農業者と就労系障害福祉サービス事業所の設置・
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運営法人が農作業に関する請負契約を締結することから，通常の作業請負と同じように民

法の請負契約の条項が適用されることに加え，偽装請負を防止する観点から指揮命令の所

在やその程度に関して職業安定法・労働者派遣法，そして，施設外就労におけるユニット

のあり方について障害者総合支援法に基づく留意事項通知等の内容を理解する必要があ

る。さらに，就労系障害福祉サービス事業所が単独で農業生産活動をする場合，障害者総

合支援法などに加え，農地の権利取得や農地転用等に関して農地法の理解，農業関係の助

成を受けるための認定農業者制度に関して農業経営基盤強化促進法の理解が，それぞれ必

要になる（以上の詳細については，第４章にて記載する）。 
安中ら（2009：51）は，農業においては労働保険が任意加入となる場合があるため，他

産業に比べ，労働関係の機関との接点や関係法規の知識習得機会が不足しがちであること

を指摘している。これまで，農業分野における障害者の雇用・就労の現場では，ルールの

理解が不十分であることが原因で，円滑にいかないケースが確認されてきた。例えば，「就

労系障害福祉サービス事業所が，施設外就労のユニットを形成する職業指導員や生活支援

員に対する手当を請負報酬に上乗せして請求してくる」ことを不服とする農業者がいた場

合，訓練等給付費や施設外就労加算の存在と仕組みを知っていれば，手当は原則として請

負報酬に含めないとの回答を導くことができる。また，職業指導員が，障害者から「農業

者が私の作業内容を叱責してきて，辛い」ことを伝えられた場合，施設外就労は請負契約

に基づくものであるから，農業者が日常会話の範囲を超えて障害者に直接の指揮命令をし

てはいけないことになっており，作業指示は職業指導員に伝えるというルールを知ってい

れば，自信を持って農業者に指導することができる。さらに，「障害者に作業させることで

農作物に損害を与えたり，障害者がケガをしたりすることが不安で，農業者に障害者の受

入れを薦められない」場合については，請負契約における法的責任の所在や就労系障害福

祉サービス事業所における保険適用の実務を知っていれば，こうした懸念は払拭されよう。 
これらのうち，施設外就労の仕組みは最も重要であることから，テキストでの記載と講

義での配分を厚くした。 
もちろん，それぞれのルールについて，裁判例等も含めて詳細に紹介することは難しい

ことに加え，農地の確保といった環境を整える段階での事項は，農業版ジョブコーチの役

割の範囲外とも言える。そのため，座学講義では，それぞれのエッセンスのみを紹介する

にとどめた上で，就労系障害福祉サービス事業所において職業指導員がどのように指示を

しているかを現地で確認してもらうことで，ルールがどのように生きているかを伝えるカ

リキュラムとした。 
 

２）雇用・福祉・農業の関係機関の役割と所在 

第２に，雇用・福祉・農業の関係機関の役割と所在を紹介することである。これは，農

業版ジョブコーチが，自らの知識と技能のみで解決できない課題に直面した際に，どこに

照会すれば適切な解答を得られるか，あらかじめ知っておくことが必要だからである。 
具体的には，①雇用・福祉については，障害者への職業リハビリテーション（職業評価・
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職業相談等）や企業に対するジョブコーチの派遣を行う「地域障害者職業センター」，求

人・求職者紹介を行う「公共職業安定所（ハローワーク）」，障害者の就業面と生活面のア

ドバイスをする「障害者就業・生活支援センター」，障害のある児童・生徒が教育を受ける

ための学校である「特別支援学校」，企業が発注したい物品や役務の内容を障害福祉サービ

ス事業所にあっせんする窓口である「共同受注窓口」の五つを紹介した。また，②農業に

ついては，JA，都道府県の普及指導センター，農業共済組合，地方農政局の四つを紹介し

た。 
なお，厚生労働省では，障害者の一般就労と福祉的就労を所掌する部署が，それぞれ障

害者雇用対策課と障害福祉課と異なるが，実際には，雇用・福祉に関係する機関は相互に

情報共有しながら活動しており，各機関を一般就労・福祉的就労のサイドに分類して講義

することは難しいことから，両者を分けずに講義することとした。 
 

３）障害者が農業経営に貢献できる労働力として能力を発揮してもらう観点から支援

する技法 

第３に，障害者が農業経営に貢献できる労働力として能力を発揮してもらう観点から支

援する技法を紹介することである。 
農業者が行う農業は，農産物を生産・販売して収益を上げるという経済活動であり，農

場主だけの労働力で足りなければ，障害者等の外部労働力を活用することになる。そのた

め，農業版ジョブコーチは，農業者の目線にも立ち，障害者が農作業に携わることが農業

経営に与えるプラスとマイナスの影響を認識した上で支援できるよう，農業者が通常取っ

ている経営における合理的行動を理解することが必須と考えた。言い換えれば，障害者の

ありのままの姿を尊重して，障害者がやりたい作業をそのペースで実施してもらうという

視点でなく，障害者に担ってもらう作業とそうでない作業を明確にした上で，担ってもら

う作業についても多くの収益を生み出す関わり方をしてもらうということであり，農業と

福祉のバランスの取れた支援をするということである。2008 年度（平成 20 年度）の厚生

労働省の調査によると，訪問型ジョブコーチが事業主支援に関する知識・スキルが不足し

ていることが示されており，厚生労働省の職場適応援助者養成研修でも，企業の視点や就

労支援における企業ニーズといった受入側について学ぶカリキュラムとなっているが，農

業分野に特化している点は本研修に特有のものである。 
例えば，摘芽を行おうとして誤って摘心（頂点の枝をカットすること）してしまうと，

生育が止まって経営に根本的な影響を与えかねないため，障害程度にもよるが，このよう

な箇所等の判断を要する作業はなるべく農業者本人が担うことも考えられる。また，露地

栽培は，ハウス栽培より固定費が少ないという経営上のメリットがあるが，作物の成長が

早くないことに加え，旬でない時期に栽培することが難しいため，株・面積当たりの売上

はハウス栽培に比べて下がる。そのため，より多くの苗を定植することで利益を出すべく，

苗の運搬や定植に必要な人手を障害者に担ってもらうという発想も考えられる。さらに，

従来，障害者の作業として除草が取り上げられることが多かったが，除草のみを行っても

－76－



- 77 - 
 

必ずしも売上は増加しないことから，除草は農業者が刈払機や除草剤を用いてできる限り

短時間で済ませた上で，障害者は収穫・袋詰め・出荷に携わる時間を増やすといった発想

も紹介することとした。 
これらを理解してもらうために，農作業の年間サイクルと各工程の詳細を紹介した。 
なお，充実した既存の固定資産があったり，行政から支援を受けたりスキームが評価さ

れている取組でなく，比較的少ない資産で通常の農業経営を行っている取組主体の方が，

リアルに講義できると考えたことから，北海道北広島市で新規就農して７年目である合同

会社竹内農園に講義いただいたことに感謝申し上げる。また，このように，障害者を農業

経営における戦力とする考えを吸収するには，障害者という見方は人間と環境の相互作用

によって発生するという「障害の社会モデル」，障害者は保護の客体でなく権利行使の主体

であるという障害者総合支援法の理念，そして，作業を通じて職業的な能力を獲得すると

いう「職業リハビリテーション」の発想等を知る必要があることから，福祉系の講義でこ

れら紹介することとした。 

 

４）農作業の細分化・難易度評価・作業割当ての客観化 

第４に，障害者に担ってもらう作業を決定するために，①農作業を細分化し，②細分化

した作業の難易度を評価し，③どの作業をどの障害者に割り当てるかについて，客観的な

手法を呈示することである。本研修では，①②のことを「農作業分析」と呼んだ。 
２）が農業経営にメリットをもたらす支援を行うのに対し，４）は作業の性質そのもの

に着目した支援を行うものである。言い換えれば，通常の農業者が意識せずに，一連の工

程として行っている農作業を細分化するものである。また，農業分野における障害者の雇

用・就労を実践する農業関係者は，各自の経験を元に，障害者に割り当てる農作業を決定

しているところ，今後，支援技法を全国に広げるには，作業の性質そのものに着目して，

より客観的に行うことが必要と考えた。 
これまで，農作業分析を客観的に行った例としては，質・量・場所といったメルクマー

ルから作業レベルを位置付ける京丸園株式会社（静岡県浜松市）の「京丸ナビケーション

マップ」，知識・作業・リスクといったメルクマールから作業適否を判断する NPO 法人ど

りーむ・わーくす（北海道余市町）の「作物別作業分類適合表」，巧緻性(10)と同時注意配分

数といったメルクマールから作業難度を位置付ける兵庫県立大学豊田正博准教授が開発

した「淡路式難易度分類表」などがあった。本研修では，園芸療法士養成講座で導入実績

があった「淡路式難易度分類表」に基づき，講義することとした。（第３－３図） 
また，③については，知的・精神・発達障害のそれぞれの特性を詳しく知る必要がある

ことから，福祉系の講義において，実際の農業現場でそれぞれの障害特性を持つ者がどの

ように振る舞うかを例示しながら，紹介することとした。 
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京丸園株式会社（静岡県浜松市）「京丸ナビケーションマップ」

NPO 法人どりーむ・わーくす（北海道余市町）「作物別作業分類適合表」 

第３－３図 全国における農作業分析を客観的に行っている例 
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第３－３図（続き） 全国における農作業分析を客観的に行っている例 

注（1）「京丸ナビケーションマップ」：農林水産省（2020b）「農福連携支援研修」京丸園株式会社報告資 
料『GAP＝ユニバーサル農業 障がい者雇用をきっかけに見えてきた農業活性化のヒント』:スライド 
20 枚目より引用。 

（2）「作物別作業分類適合表」：農林水産省（2019）「農福連携推進研修」NPO 法人どりーむわー 
くす報告資料『作業の細分化とマッチング』:スライド 7 枚目より引用。 

（3）「淡路式難易度分類表」：農林水産省（2020a）『農福連携技術支援者育成研修テキスト Ver.1』：132 より引用。 

５）全員に同じ講座を受講してもらうこと

第５に，受講者の属性を問わず，全員に同じ講座を受講してもらう点である。

これまでは，農業者・JA・自治体の普及指導員等を「農業側」，障害者・就労系障害福

祉サービス事業所・自治体の保健福祉部局を「福祉側」と二分した上で，それぞれの側の

利益は共通であり，かつ，互いの利益や要望は反することから，すり合わせが大切と論じ

るものが目立っていた。また，初期の段階では，農林水産省のカリキュラムに準拠した研

修を実施しようとする都道府県から，「普及指導員に農業の講座を受講させる必要はない

ので，受講を免除させたい」旨の要望が寄せられた。

しかし，近年，農業者が NPO 法人及び就労系障害福祉サービス事業所を併設したり，

就労系障害福祉サービス事業所を設置・運営する NPO 法人や社会福祉法人が農業法人を

併設したりするなどした結果，外形上はグループ内で施設外就労を行いつつも，実質的に

は，一つの主体による取組と評価されるパターンも増えており，二分論は難しくなってき

ている。また，農作業を就労活動メニューとする就労系障害福祉サービス事業所で長く勤

務してきた職業指導員に農業知識を紹介し，新規就農して間もない農業者に福祉的知識の

みを紹介するのは，バランスを欠く。さらに，普及指導員は，農作業の各工程を熟知して

兵庫県立大学大学院　豊田正博「淡路式難易度分類表」 
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いるだろうが，例えば，手作業で播種する場合には，播種深度や鎮圧の具合によって発芽

しないことのないよう，深さの目安を示した治具を用いること，雑草の種類によっては幼

植物時に作物との区別が難しい場合もあること，社会福祉法人等が単独で農業生産活動を

行う場合には職員による休日作業が発生する可能性があること，農薬の危険性を精神障害

者等に過剰に伝えてストレスにならないようにすること等，福祉的なポイントを知ること

は意義があると考えた。加えて，就労系障害福祉サービス事業所の職員のうち，職業指導

員及び生活支援員は，研修や資格が不要となっており，必ずしも障害者総合支援法の理解

が十分と言えない面も聞いていた。 
 これらの事情から，受講者の属性によって講座を分けることはせず，全員に同じカリキ

ュラムを受講してもらうこととした。実際，各自治体にテキストを送ると，先述のような

意見は聞かれなくなり，また，農業者である受講者からは，農業系講義について復習の機

会になってよかったとの感想が聞かれたところである。 

 

  ６）JEED のカリキュラムとの比較 

 以下第３－１表は，農業版ジョブコーチ育成研修のカリキュラムであり，第３－２表は，

JEED が実施する訪問型職場適応援助者養成研修のカリキュラムである。 
第３－２表に付した赤下線部は，農業版ジョブコーチ育成研修の講義でも触れている内

容である。座学部分について，JEED のカリキュラムは，業務分野を問わずに通用する就

労支援のプロセスや支援の基本的技法を重視するのに対し，農林水産省のカリキュラムは，

農業分野における雇用・就労に特化した知識や結論をストレートに伝える傾向にある。こ

れは，受講者が即戦力となることを期待した上で，農業系講座の時間も確保する必要があ

る中で，最低限度の知識を紹介する必要があったためである。また，日本が障害者権利条

約を批准したのは 2014 年（平成 26 年）１月であり，2016 年（平成 28 年）４月に障害者

差別解消法を施行するとともに，改正・障害者雇用促進法を施行することで，民間企業に

合理的配慮の提供を義務付けた。しかし，後述のとおり，JEED が実施する職場適応援助

者養成研修のカリキュラムの概要は，これ以前に作成されたものであることから，職場に

おける障害者の権利擁護や合理的配慮の提供については，実際の講義には含まれているも

のの，カリキュラム内容として明確に位置付ける点については，結果として，農林水産省

が先行することとなった(11)。 
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第３－１表 令和２年度 農福連携技術支援者育成研修 カリキュラム 

（農林水産研修所つくば館水戸ほ場実施分） 

 講座名 形式 講座内容 

福祉系講座 

第 1 

農福連携概論 
座学 

90 分 

農福連携とは何か，農福連携の取組パターン，農福連携への期待・メリット・効

果，農業者と社会福祉法人等のマッチング，優良事例，今後の可能性と取組の心

構え 

第 2－1 

社会福祉と障害者

福祉 

座学 

90 分 

「障害」と「障害者」の捉え方，ノーマライゼーションとリハビリテーション，

日本国憲法で保障された基本的人権，我が国における障害者を支える法律・制度

の歴史，障害者権利条約と障害者差別の禁止，合理的配慮の提供義務 

第 2－2 
障害者雇用の障害

福祉サービス事業

の仕組み，関係機

関の役割 

座学 

90 分 

障害者の一般就労と福祉的就労の違い，障害者雇用促進法に基づき実施される障

害者雇用の仕組み，障害者総合支援法に基づき実施される障害福祉サービスの種

類と仕組み，雇用と福祉に関係する代表的な期間の役割と所在，職場適応援助者

と農福連携技術支援者の違い 

第 2－3 

障害福祉サービス

事業の運営の実務 

座学 

90 分 

訓練等給付費を活用した事業所運営の仕組み，職員の配置と役割，農福連携にお

ける施設外就労の仕組みと請負報酬単価の設定，サービス等利用計画と個別支援

計画・アセスメント・ケース会議 

実地 

160 分 

利用者の安全確保，利用者への声掛けの仕方，作業の意味の理解のさせ方，人員

配置の工夫，請負契約に従って期日までに相応の質の成果を達成する工夫 

第 2－4 
障害特性と職業的

課題の基礎 

座学 

90 分 

障害者基本法における三障害と障害者手帳，知的障害の特性と職業的課題，発達

障害の特性と職業的課題，精神障害の特性と職業的課題，構造化の意味と必要性 

第 2－5 

障害特性に対応し

た農作業支援技法 

GW 

240 分 

合理的配慮の提供義務，農作業における手順説明や声掛けのやり方，農作業にお

ける障害者の体調管理と身支度，農作業における安全確保，農作業における道

具・治具の工夫 

農業系講座 

第 3－1 
農業と農村社会 座学 

90 分 

農業分野における労働力の特徴，農業分野における雇用の特徴，農業生産の方式

別に見た特徴と必要とする労働力，農業と周辺産業のつながり，農村社会の特徴 

第 3－2 

農作業の一般的な

特徴 

座学 

90 分 

天候・土壌・生物環境や周辺環境等の自然条件が管理作業にもたらす影響，屋内

外で身体活動を伴うことによる体調・性差・年齢等への留意，農場の環境や農作

業が人の健康等に与える効用 

第 3－3 

農業経営の仕組み 座学 

90 分 

農業経営体の種類と農業経営の形態，農地の種類，労働力を確保する手法，農業

協同組合・都道府県の普及指導センター・農業共済組合・地方農政局・市町村農

業委員会などの機関の役割と所在，栽培方法と農法の種類，GAP と JAS，食品流通

とマーケティング 

第 3－4 
農作業の流れ 座学 

90 分 

１年間の農作業における各工程の意味・行う時期，農業者が用いる農業用機械・

器具等の操作方法，肥料や農薬に関する基礎知識 

第 3－5 
農業者による農福

連携の経営実務 

座学 

90 分 

障害者に適した作物や農法・障害者に割り当てる作業の選択，損益分岐点売上高

と変動費・固定費の削減，ハウスや農業用機械の減価償却，農業会計処理の基礎 
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第 3－6 
農作業における作

業細分化・難易度

評価・作業割当て

の技法 

実地 

930 分 

農作業分析とは，作業中最多の注意配分数と巧緻性に着目した難易度評価，難易

度を評価する際のその他の視点，障害特性に応じた作業割当ての技法 

修了試験 

  90 分 
・基本的知識を問う問題【回答所要目安 30 分間（３分×10 単語）】 

＊選択式 

・支援能力を問う問題【回答所要目安 50 分間】 

＊ケース事例を示して，記述式 

・意欲を問う問題【回答所要目安 10 分間】 

＊自由記述式 

注（1）農林水産省「農福連携技術支援者育成研修シラバス」（2020 年 4 月）より引用。    
（2）作成者：筆者。 
（3）都道府県が実施する研修もこれにおおむね準拠する必要があるが，各都道府県の講師の判断により，柔軟に変更

しても構わない。 
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第３－２表 訪問型職場適応援助者養成研修カリキュラム カリキュラム（JEED 実施分） 

 
注（1）表は，厚生労働省（2020b）『第１回 職場適応援助者養成研修のあり方に関する研究会（資料）』参 

考資料 2：2 より。 
 （2）赤下線は，農業版ジョブコーチ育成研修の講義でも触れている内容として，筆者が付したものである。 
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区分 科　目 形態 内　　　　　容
時間
（分）

職業リハビリテーションの理念 講義 職業リハビリテーションの基本理念 60

就労支援のプロセス 講義 就労支援のプロセスにおける職場適応援助者による支援の位置づけ 60

訪問型職場適応援助者の役割 講義
訪問型職場適応援助者の職務及び職場適応援助者による援助の事業、職業リハビリ
テーション計画及び訪問型職場適応援助者による支援計画について

120

障害特性と職業的課題Ⅰ(知的障害・発達障害） 講義 知的障害及び発達障害の障害特性と職業的課題、支援方法 110

障害特性と職業的課題Ⅱ(精神障害） 講義 精神障害の障害特性と職業的課題、支援方法 110

障害特性と職業的課題Ⅲ（身体障害・高次脳機能障害・難
病）

講義 身体障害、高次脳機能障害及び難病の障害特性と職業的課題、支援方法 140

労働関係法規の概要 講義 労働基準法、最低賃金法等労働関係法規の概要 60

課題分析の理論 講義 課題分析の概念、内容、実施方法及び活用等 120

作業指導の実際Ⅰ
講義
演習

課題分析技法を活用した作業指導及び作業環境へのアプローチの方法 180

事業主支援の基礎理解 講義
企業の視点や企業文化、訪問型職場適応援助者による事業主支援の心構え、効果的
支援方法

90

職場における雇用管理の実際 講義 企業側から見た障害者雇用管理の現状と就労支援における企業ニーズ 120

企業へのアプローチと事業所における調整方法
講義
演習

企業へのアプローチ方法、事業所への働きかけと調整方法 120

ケースマネージメントと職場定着のための生活・家族支援 講義
ケースマネージメントの理念に基づく、職業生活を支える生活支援の考え方と方法、家
族への支援の考え方と方法。職業生活支援における企業の役割と関係機関の連携

60

支援記録の作成Ⅰ 講義 支援記録作成に関する基礎的事項 60

ケースから学ぶジョブコーチ支援の実際Ⅰ 事例研究 具体的支援事例の検討を通じての、訪問型職場適応援助者の職務及び支援技法 160

地域における関係機関の役割とネットワークの活用
講義

意見交換
関係機関の役割の理解と連携のあり方、関係機関への情報提供の仕方 60

アセスメントの視点と支援計画に関する理解
講義
演習

アセスメントの方法、支援計画及びフォローアップ計画の意味、内容、支援計画に基づ
く支援のあり方

180

作業指導の実際Ⅱ
講義
演習

課題分析技法を活用した作業指導及び作業環境へのアプローチの実践的方法 120

事業所における職場適応援助者の支援の実際 実習
事業所における支援の際の心構え、留意事項及び支援方法についての具体的理解
（事業所実習を通じての、事業所のアセスメント、課題分析等の演習、支援の実際）

420

支援記録の作成Ⅱ 演習 支援記録の作成方法と活用方法 60

ケースから学ぶジョブコーチ支援の実際Ⅱ 事例研究
具体的支援事例の検討を通じての、支援上の課題等の的確な整理方法、具体的支援
方法・技法

120

2,530

1,570

960

                                                                                     うち、実技研修実施分

集
　
　
　
　
合
　
　
　
　
研
　
　
　
　
修

実
　
　
技
　
　
研
　
　
修

                                                                                    合　　計　　時　　間　　(　分　）

                                                                                     うち、集合研修実施分
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４．研修の実施 
 
 農業版ジョブコーチ育成研修に特徴的なカリキュラムとして，グループワーク「障害特

性に対応した農作業支援技法」，実地研修「障害福祉サービス事業の運営の実務」及び「農

作業における作業細分化・難易度評価・作業割当ての技法」がある。ここでは，３者につ

いて，当日の様子を紹介するとともに，確認された課題点等を取り上げる。 

 

（１）障害特性に対応した農作業支援技法〔グループワーク〕 

日時：8 月 17 日（月曜日）午後１時～５時（４時間） 
場所：農林水産研修所つくば館水戸ほ場大教室 
 

１）概要 

「障害特性に対応した農作業支援技法」は，農作業の現場において合理的配慮を提供す

る技法を身に付けるグループワークである。具体的には，受講者がアイマスクを装着して

視覚障害を疑似体験しながら，エダマメ・キャベツの播種及びローズマリー・ミントの挿

し芽を行うことで，手順説明と声掛けのやり方，障害者の体調管理と身支度の確認，安全

確保の技法を習得するものとした。 
初級園芸福祉士養成講座でも，アイマスクを装着するグループワークがあるが，コケ玉

づくりといった高齢者施設で好まれる作業を扱っている。そこで，本研修では，農業現場

で想定される内容に近付けつつ，教室内でも実施可能な作業とするため，野菜の種まきと

ハーブの挿し芽を題材にした。 
一方で，座学「障害特性と職業的課題の基礎」では，全ての障害特性を深く学ぶ時間が

ないことから，農業現場における雇用・就労で中心となる知的・精神・発達障害を取り上

げており，身体障害の詳細は学ばないとしたにもかかわらず，本グループワークでは身体

障害の一種である視覚障害を疑似体験することについて，都道府県から意見があったとこ

ろである。確かに，福祉団体の中には，軍手を二重にはめて自分の手を思うように動かせ

ない状態にする，ペットボトルの眼鏡をかけて視界を変化させる，決められた言葉のみを

使って会話する等により，知的障害や自閉症を疑似体験する取組をしているところがある

が，本グループワークでは，受講者から視界情報を排除し，位置を示す用語による指示が

通じないという難度の高い状況を作り出すことで，より真剣な工夫が生み出されることを

期待したものである。 
また，本グループワークは，限られた時間の中で，指示の意図が通じないあまり支援者

役が手を出して作業してしまうことがないか，あくまで作業者の意思を尊重しながら落ち

着いて口頭で指示できるかなどを自覚することを通じて，受講者に農業版ジョブコーチと

しての適性の有無を感じてもらう目的もあった。これは，農業現場においても，農業版ジ

ョブコーチが障害者に代わって作業することが続くと，フェーディング後の現場が成り立

たなくなるからである。したがって，疑似体験中は，筆者も，ハサミなどの刃物が危険な
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位置に配置されている点を指摘したり，明らかに非効率なやり方をしたりしているペアへ

のアドバイスを除き，声掛けを抑制的にすることを心掛けた。 
 

  ２）研修内容 

 当日は，受講者を A～D の４グループに分割した。前半は，A グループと C グループが

アイマスクを着用して野菜の種まきを行い，B グループと D グループが支援者役になっ

た。後半は，B グループと D グループがアイマスクを着用してハーブの挿し芽を行い，A
グループと C グループが支援者役になった。 

また，グループワーク開始前に，農林水産省の職員は，後方の台に材料を無造作に並べ

て置いた。これは，あえて各グループが使用するテーブル上には配置しないことにより，

各グループが，視覚障害に対応した合理的な配置を発案できるようにする趣旨である。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真３－４ グループワークで使用した材料 

注：（1）撮影日：2020 年 8 月 17 日。写真は，農林水産研修所職員及び筆者が撮影。 
（2）材料は，アイマスク，アイマスクの内側のガーゼ，定規，桶，土入れ，カッター，キャベツの種・エ 

ダマメの種，ポリポット 6cm・9cm，培養土，割箸，紙皿，ローズマリー及びミントのカット，連結ポ

ット，ハサミ，赤玉土，発根剤である。 
（3）ローズマリー及びミントは，農林水産研修所つくば館水戸ほ場で栽培した。 

 

 講師が作業の説明を終えた後，各グループは，テーブルのセッティングを行った。ここ

では，グループ内で口頭での指示方法を統一した結果，培養土は右・種子は左というよう

に作業者前の配置を固定すること，ハサミはコントロールが利きやすいよう，利き手（右

側）の奥に置くといった工夫が確認された。 
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写真３－５ 各グループによるセッティングの様子 

注（1）撮影日：2020 年 8 月 17 日。 
（2）撮影者：農林水産研修所職員及び筆者。 

  

 （ア）エダマメ・キャベツのは種 

 アイマスクを装着した作業者の作業手順は，①6cm ポット 2 個に培養土を凸凹の線まで

入れる，②9cm ポット 1 個に培養土を凸凹の線まで入れる，③6cm ポットに木棒で深さ

2cm の穴を１か所あける，④エダマメの種子を穴に一個入れて覆土する，⑤平らになるよ

うに表面をならす，⑥9cm ポットに割箸で深さ 5mm の穴を５か所あける，⑦キャベツの

種子を穴に一個ずつ入れて覆土する，⑧平らになるように表面をならすというものである。

また，支援者の事前準備は，①作業者数分の紙皿にキャベツの種子を 10 粒のせておく，

②同様に別の紙皿にエダマメの種子を 2 粒のせておく，③作業者数分の桶に培養土を入れ

ておくというものである。 
作業者に対しては，目視による記憶を排除するため，作業開始前に，作業場所となるテ

ーブルを見ないよう伝えるとともに，後方に集合してアイマスクを着用し，支援者がテー

ブルまで誘導することも求めた。視覚障害者の誘導技法は紹介しなかったが，視覚障害者

の手を支援者の肩やひじに回してもらう技法を自然に行っている受講者もいたものの，積

極的に手を引きながら「こっち」と方角を明示しない声掛けを行う受講者，私物であるリ

ュックサックを誘動線上に置いたままにする受講者もいるなど，合理的配慮の実践具合に

は差が目立った。 
支援者は，（①②④⑦について）作業者が土を手ですくいやすいように，土を桶の半分に

厚く固めておく，（⑥について）割箸の端から 5mm にカッターで切り込みを入れ，切込み

を触りながら作業してもらう，といった合理的配慮を実践していた。 
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写真３－６ エダマメ・キャベツの播種の様子 

注（1）撮影日：2020 年 8 月 17 日。 
（2）撮影者：農林水産研修所職員及び筆者。 

 

 （イ）ローズマリー・ミントの挿し芽 

アイマスクを装着した作業者の作業手順は，①連結ポットに赤玉土を入れる，②ローズ

マリー・ミントの枝をハサミで長さ 10cm に切る（各 2 本，計 4 本作る），③下端から 5cm
までの葉を切り落とす（手でむしり取ってもよい），④下端から 3～4cm までに発根剤をつ

ける，⑤赤玉土に割箸で深さ 5cm の穴をあける，⑥穴に枝を一本ずつ差し込み，赤玉土で

抑えるというものである。また，支援者の事前準備は，①作業者数分の桶に赤玉土を入れ

ておく，②作業者数分の小さな容器に発根剤を取り分けておく，③連結ポットを 4 穴が 1
セットとなるよう作業者数分に切り分けておくというものである。 

発根剤については，粉状のものを小瓶１本で用意しており，取り分ける小皿も用意して

いたところであるが，受講者は，茎の下方から数センチまで付着させるのであれば，小瓶

の中に真上から突っ込むほうが容易であると判断して，作業者に小瓶を回すといった合理

的配慮を実施していた。また，作業者が，葉を切り落とす位置を認識しやすいよう，「もう

少し」「それでよい」といった積極的な声掛けを行っていた。ただし，支援者が作業者に代

わって作業してしまっているペアが多数確認されたことから，時間が限られた中でも気持

ちに余裕をもって作業することを周知すべきだったと考える。 
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写真３－７ ローズマリー・ミントの挿し芽の様子 

注（1）撮影日：2020 年 8 月 17 日。 
（2）撮影者：農林水産研修所職員及び筆者。 

 

（２）障害福祉サービス事業の運営の実務〔実地〕 

日時：8 月 18 日（火曜日）午前 9 時 20 分～12 時（２時間 40 分） 
場所：合同会社ライフパートナーが設置・運営する多機能型事業所「たけのこ」（茨城      

県水戸市） 
 

１）概要 

 「障害福祉サービス事業の運営の実務」は，就労系障害福祉サービス事業所の職員が障

害者に接する技法を確認する実地研修である。具体的には，利用者の安全確保の仕方，利

用者への声掛けの仕方，作業の意味の理解のさせ方，人員配置の工夫，請負契約に従って

期日までに相応の質の成果を達成する工夫などを学ぶものとした。また，可能であれば，

アセスメントや個別支援計画の策定を行っている現場も見学したかったところであるが，

利用者と保護者の承諾を容易に得られないことが予想されたため，本年度は実施しなかっ

た。 
 研修に協力いただいた合同会社ライフパートナー（茨城県水戸市）は，2010 年（平成 22
年）に設立された営利法人であり，同年度から，就労移行支援・就労継続支援Ｂ型・自立

訓練・生活介護の各サービスを提供する多機能型事業所「たけのこ」を設置・運営してい

る。利用者のほぼ全員が，知的障害者又は発達障害者である。 
合同会社ライフパートナーに協力いただいた理由は，①2020 年（令和２年）８月時点で

八つの農業者と契約して施設外就労するとともに，施設内就労として藁つとを製造するな

ど，農福連携を積極的に行っていること，②水戸ほ場からバスで片道 30 分程度と近距離
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であることに加え，③イラストを用いて視覚化した指示を行ったり，大声で声掛けをした

りするスタイルで利用者を支援しており，受講者にわかりやすいこと，④営利法人として

請負報酬を確保して高い工賃を支払うことを重視しており，障害者の能力を引き上げる訓

練に努め，坂場管理者及び 20 代を中心とした若い職員が積極的な指導を行っている点で

ある。実際，2017 年度（平成 29 年度）の平均月額工賃は，茨城県平均を約 2,000 円上回

る 15,664 円となっており，翌 2018 年度（平成 30 年度）は，茨城県平均を約 11,000 円，

全国平均を約 9,000 円上回る 25,058 円を達成。翌 2019 年度（令和元年度）は，30,387 円

と順調に上昇しており，この２年間の上昇分のほぼ全てが，農福連携の取組によるものと

なっている。カリキュラムを検討していた際には，2021 年度（令和３年度）の訓練等給付

費の改定に向けて，就労継続支援Ｂ型事業所は，工賃収入だけでなく，居場所といった多

様な就労支援ニーズに応える場所でもあるとも指摘されている状況にあったが，農業版ジ

ョブコーチの役割は，障害者の就労活動の支援であることから，上記実績を重視したとこ

ろである。 

  

  ２）研修内容 

当日は，施設内就労としての藁つと製造を職員が支援する技法を見学した。「藁つと」と

は，水戸納豆を包む稲藁のことであり，合同会社ライフパートナーでは，ビニルハウスで

乾燥させた藁を作業場所に運搬→押切り→脱穀→清掃→結束という流れで製造している。

18 名の受講者を６名ずつの３グループに分割し，20 分入替制で，以下三つの区画を見学

した。 
（ア）区画１ 

区画１は，藁を乾燥させるビニルハウスである。ここでは，取ってくるべき藁を利用者

に指示する際に，「奥から何番目」といった場所と数字で指示するのでなく，キャラクター

の絵を用いて列を特定することで分かりやすくする構造化（ワークシステム）の技法を紹

介した。また，藁を湿気から守るべく藁の下部に風を通すためのコンクリートブロックを

積み上げた箇所には，強い力が加わって崩れて怪我することを防止するため，「ちかづかな

い」と平仮名で書いた注意紙を貼る安全配慮技法を紹介した。（第３－４図） 
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第３－４図 障害福祉サービス事業の運営の実務 区画１の様子 

注（1）筆者が作成。 
（2）撮影日：2020 年 8 月 18 日。撮影者：農林水産研修所職員及び筆者。 

 （3）四角い図形は物の配置，吹き出しは研修で学ぶポイントをそれぞれ表す。 
 

（イ）区画２ 

区画２は，持ってきた藁を押切りし，脱穀するスペースである。ここでは，利用者が物

理的に危険物に近寄れないようにしたり，特定の作業をするスペースを固定化したりして

作業内容を認識しやすくするために，ガード柵を設置する構造化（物理的構造化）の技法

を紹介した。また，職員が利用者に脱穀機の危険性を伝えるために，「ガード柵の中に入ら

ないこと」と伝えるのみならず，職員があえて頭部や手を脱穀機に入れる真似をして，そ

の際にどうなるかを問いかけ，血がダラダラ出ている絵を見せることで，危険性をわかり

やすく伝える技法を紹介した。さらに，脱穀機を作動させる際には「脱穀機を動かします」，

停止する際には「脱穀機を停止します」と職員が大声を出し，利用者がそれに対して「は

い」と答えるなど，声掛けの技法を紹介した。加えて，工賃を支払うに足りる請負報酬を

契約相手から得るために，ノルマ達成を重視しており，職員が最初に「今日は〇〇〇〇本

を製造しましょう」と言い，随時「いまは，〇〇〇本までできたよ」「あと〇〇〇本だよ」

と達成状況を声出しし，それに対し利用者が「はい」と答えるなど，作業を鼓舞する技法

を紹介した。脱穀機が作動している際は，相当な騒音が出ることから，これらは相当大き

な声で行われることも学んだ。（第３－５図） 
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第３－５図 障害福祉サービス事業の運営の実務 区画２の様子 

注（1）筆者が作成。 
（2）撮影日：2020 年 8 月 18 日。撮影者：農林水産研修所職員及び筆者。 
（3）右側の「利用者の安全性への配慮」の写真は，合同会社ライフパートナーのパンフレットより引用。 
（4）四角い図形は物の配置，吹き出しは研修で学ぶポイントをそれぞれ表す。 

 
（ウ）区画３ 

区画３は，脱穀した藁を運んで結束・検品するスペースである。ここでは，藁つと加工

作業の意味を利用者に理解してもらうため，藁が納豆を包む製品になることを写真で理解

してもらう技法を紹介した。また，数字の数や桁が多くなる時に，数を追えなくなる利用

者のために，５の倍数に区切った上で，数えたところまでマグネットを貼るホワイトボー

ドを用いて構造化（視覚的構造化）する技法を紹介した。（第３－６図） 
 

 

第３－６図 障害福祉サービス事業の運営の実務 区画３の様子 

注（1）筆者が作成。 
（2）撮影日：2020 年 8 月 18 日。撮影者：筆者。 

 （3）四角い図形は物の配置，吹き出しは研修で学ぶポイントをそれぞれ表した。 
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全ての区画の見学を終えた後，事業所の拠点に戻り，職員と利用者の人員配置の技法を

学んだ。具体的には，最も作業が円滑に進む利用者のペアを考えること，女性利用者には

女性職員を付けること，行動の安定した利用者には未熟な職員を割り当て，ハイスピード

かつ危険が伴う藁つと製造には比較的能力が高い職員を割り当てること，リーダー職員と

サブ職員がペアを組み，リーダー職員がサブ職員を指導することで双方がスキルアップす

ることなどを紹介した。2020 年度（令和２年度）の冬季には，新たな施設外就労先におい

て，採用２年目の職員が責任者になっている。 
また，受講者に対しては，あらかじめ学習シートを配付した上で，現場で記入し，具体

的な支援技法への理解度を確認する機会を設けた。記載内容を確認したところ，これまで

障害者に接したことがない受講者の中には，「わかりやすく声掛けする」といった抽象的な

記載に終始していた方がいたため，あらためて具体例を教室で紹介した。（第３－７図） 

第３－７図 「障害福祉サービス事業の運営の実務」学習シート 
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第３－７図（続き） 「障害福祉サービス事業の運営の実務」学習シート 

注：筆者が作成。 

 

（３）農作業における作業細分化・難易度評価・作業割当ての技法〔実地〕 

日時：８月 18 日（火曜日）午後２時～５時（３時間） 
８月 19 日（水曜日）午前９時～12 時（３時間），午後１時～５時（４時間） 
８月 20 日（木曜日）午前９時～12 時半（３時間半） 
＊いずれも，教室に戻って振り返り・発表を実施した時間を含む 

場所：農林水産研修所つくば館水戸ほ場 屋外（第３－８図） 
 

１）概要 

「農作業における作業細分化・難易度評価・作業割当ての技法」は，淡路式難易度分析

を行う実地研修である。具体的には，水戸ほ場において，①平地での刈払機を用いた除草，

水田内での手作業による除草，法面での除草鎌を用いた除草，②露地畑での歩行型管理機・

クワを用いたネギの土寄せ，③ビニルハウス内でのキュウリ・ミニトマトの収穫，④セル

トレイへのハクサイ・ブロッコリーの播種の４種類の作業を行った。受講者には，あらか

じめ，淡路式難易度分析表の記入例と記入シートを配付しておき，それぞれの作業が終わ

るたびに，難易度分析を実施してもらった。 
実習当日の笠間市(12)の最高気温は，18 日（火曜日）が 31.3℃，19 日（水曜日）が 33.4℃，

20 日（木曜日）が 36.0℃と高温であった。播種を実施した全天候型屋根付き大型ほ場を

除き，直射日光を遮るものがないことから，あらかじめ適所にタープテントを設置した上

で，受講者には，作業時以外はタープテント下で待機することを求めるとともに，おおむ

－93－



- 94 - 
 

ね 30 分を目安として，筆者が水分補給及び休憩を義務付ける声掛けを実施した。真夏に

屋外の実習を行うことで，受講者の体調に変化が生じる可能性もあったが，農業版ジョブ

コーチとして障害者の体調管理の技法を学ぶことは必要であることに加え，実際の農業現

場は研修以上に継続して身体を動かす必要があることから，受講者自ら，厳しい環境を体

験しておくことが必須であると考えた。このような趣旨から，明らかに農業経験がない又

は乏しい方は，本研修に耐えられない可能性があることから，受講者として選定しなかっ

た。 
 

 

第３－８図 農林水産研修所つくば館水戸ほ場 壮観図 

注：農林水産研修所つくば館の資料に筆者が加筆したもの。  
  
  ２）研修内容 

（ア）平地での刈払機を用いた除草，水田内での手作業による除草，法面での除草鎌を

用いた除草 
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 刈払機を用いた除草は，農業用機械の危険を知るとともに，作業中最多の同時注意配分

数の多い作業における障害者への配慮事項を学ぶために実施した。 
豊田（2016：15-17）は，刈払機を用いる際には，ハンドルを持つ両手・アクセル・ブレ

ード・ブレード周囲の草・小刻みに歩む足元の五つに同時に注意を向ける必要があり，姿

勢のバランスを取りながら道具を使う作業であるとして，注意配分数・巧緻性ともに最も

高い評点を与えている。本年度の受講者は，農福連携に取り組んでいる方が多かったこと

から，まずは，難度が最も高い作業を行ってもらうことで，自らできないこと・知らない

ことを体感してもらい，以降の作業分析に真剣に取り組むことを期待した。 
当日は，ポールで幅 3.6m にした複数の区画を用意し，各区画につき，刈幅 90cm を２

名が往復できるようにした。この際，半数の受講者は，ヘルメットやフェイスガードの脱

着方法，ベルトの長さを操作しやすいように調整する方法，右足のみを前に出すズリ足に

よる足運び，右から左への一定方向による刈取りなどを体験した。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 

写真３－８ 平地での刈払機を用いた除草の様子 

注（1）撮影日：2020 年 8 月 19 日。 
（2）撮影者：農林水産研修所職員及び筆者。 

 
 手作業による除草は，注意配分数・巧緻性ともに低い評点とされているが，水田内とい

う一面同じ景色の中で，複数人が行う除草の範囲を明確にすることが難しく，パターン化

されていない作業の例として体験した。パターン化されていない作業の場合，作業範囲を

明確化すると知的障害者にわかりやすいことから，受講者の中には，足で雑草を踏み倒し

てラインの代わりにする工夫をした者がいた。 

また，作業者が前屈位になることで，直立した雑草が目を突く可能性があること，田靴

を着用しながらぬかるんだ地面でバランスを取る必要があるといった，身体面での配慮に

加え，再度の生育を防止するため，雑草の種を水田内に撒き散らかさないよう，そっと雑

草置き場まで運ぶといった経営面での配慮も紹介した。 
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写真３－９ 水田内での手作業による除草の様子 

注（1）撮影日：2020 年 8 月 19 日。 
（2）撮影者：農林水産研修所職員及び筆者。 

 

 法面での除草鎌を用いた除草は，刃物の取扱いを学ぶとともに，平衡感覚や体に負荷が

かかるしゃがむ姿勢を必要とする作業における障害者への配慮を学ぶために実施した。 

作業は，信州型と三日月型を比較しながら行った。信州型は，刃に厚みがあって重たい

が，刃に角度が付いており，鎌の柄を斜面と並行に維持する力が少なくて済む。一方で，

三日月形は，刃が薄くて軽く振れるが，刃に角度が付いていないことから，鎌の柄を斜面

と並行に維持する力が必要となる。農業版ジョブコーチが，農業現場で農業者から渡され

る除草鎌がいずれかわからないことから，それぞれの型に特有の注意点を学ぶことが必要

である。また，単に「除草鎌」という農機具の名称のみで注意点を記憶するのでなく，実

際の特徴から注意点を導く訓練にもなると考えた。 

当日は，時間を定めて一斉に除草をスタートし，終了までにどのくらいの範囲を除草で

きるか，どのくらい疲れたかを確認してもらうことにより，二種類の差を体感してもらっ

た。作業後に挙手してもらったところ，三日月型のほうが作業しやすいと答えた受講者が

多かった。 
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写真３－10 法面での除草鎌を用いた除草の様子 

注（1）撮影日：2020 年 8 月 19 日及び 9 月 14 日 
（2）撮影者：豊田正博氏，農林水産研修所職員及び筆者。 

 （3）下から２行目は三日月型。最下段は信州型。いずれもモデルは筆者。 
 

（イ）露地畑での歩行型管理機・クワを用いたネギの土寄せ 

 歩行型管理機を用いたネギの土寄せは，農業用機械の危険を知るとともに，作業中最多

の同時注意配分数の多く，平衡感覚も必要となる作業における障害者への配慮事項を学ぶ

ために実施した。 
当日は，各受講者は，およそ 50m のネギ列の中間地点（25m）までを耕耘した。土寄せ

の対象となるネギは直線状に定植されていることから，ネギを踏まないように注意しなが

ら，管理機を定植列に沿って真っすぐ押す必要がある。そのため，同時に配分すべき注意

の対象としてハンドル・足元・ネギの株元等の複数が考えられる。また，ほ場が柔らかい

と足を取られてラインがずれるため，バランスを取るための相当な巧緻性が求められる。

加えて，歩行型管理機は，エンジンによって動く農業用機械であり，クラッチをつないだ

上でハンドルを操作しながら前に押す必要がある。押す力が弱いと下に沈む，ほ場が固い

と表面を飛び跳ねたり（ダンシング），自分に向かって返ってきたり（キックバック）とい
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った現象が起こるなど，危険度の高い機械である。そのため，技術研修指導官より，あら

かじめ，万が一倒れそうになった場合には瞬時にエンジンやクラッチを切って倒し，機械

と反対側に逃げるという緊急時の対処技法も紹介した。 
 

 

写真３－11 歩行型管理機を用いたネギの土寄せの様子 

注（1）撮影日：2020 年 8 月 19 日。 
（2）撮影者：農林水産研修所職員及び筆者。 

 

 クワを用いたネギの土寄せは，刃物の取扱いを学ぶとともに，体重移動を必要とする作

業における障害者への配慮を学ぶために実施した。 

足元やネギの株元といった注意対象は歩行型管理機を用いる際と同じであるが，ハンド

ル操作がなく，腕と一体になってクワを用いることから，作業中の同時注意配分数は比較

的少ないと考えられる。一方で，腕を使ってクワを引き上げると疲労することから，脚を

後ろにずらし，体幹ごと後ろに引く技法を紹介した。農業版ジョブコーチとして，障害者

の疲労を緩和する視点は重要なものと考えた。ただし，受講者の中には，これをスムーズ

に行えない者も見受けられた。 
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写真３－12 クワを用いたネギの土寄せの様子 

注（1）撮影日：2020 年 8 月 19 日。 
（2）撮影者：農林水産研修所職員及び筆者。 

 

（ウ）ビニルハウス内でのキュウリ・ミニトマトの収穫 

ビニルハウス内でのキュウリ・ミニトマトの収穫は，ハサミの取扱いを学ぶとともに，

果実を持つ巧緻性や収穫適期の判別能力を必要とする作業における障害者への配慮を学

ぶために実施した。 
当初は，果菜類と葉菜類を比較したり，果菜類の中でもナス・ピーマンと比較したりこ

とも検討していたが，最終的には，①つぶれにくいが収穫適期の長さという概念が必要で

あるキュウリと，②大きさの差は少ないが，つぶれやすいため器用に持つ必要があること

に加え，収穫適期の着色具合を判断する必要があるミニトマトを取り上げれば十分と考え

た。また，「結ぶ」という器用な動作や枝が折れずに結べる場所を紹介する技法を学ぶため

に，ビニルタイを用いた誘引も実施する予定であったが，ハウス両側のビニルを除去して

露地に近い栽培をしながら，８月後半まで収穫時期を延ばしていた状況であり，誘引する

ほどの枝の伸びが旺盛でなかったことから，これを省略した。なお，研修で用いたキュウ

リ・ミニトマトの栽培管理は，農林水産省が非常勤職員として雇用した障害者が実施した。 
ハサミについては，障害者が置き忘れたり持って帰ったりすることを防ぐために，使用

前後で本数に変化がないかを確かめること，置き場所を固定すること，尻や腹元のポケッ

トに入れると刃先が身体を突いて危険なため，利き手で持つ，腰ベルトに下げる，収穫カ

ゴに入れること等を紹介した。 
キュウリについては，親指から小指までを伸ばした長さと同程度の果実を収穫すると決

めた受講者もいたが，手のサイズには男女差・個人差があることから，収穫カゴに実物を

置いて，それを果実にあてがって長さを決める技法を紹介した。また，筆者からは，農業
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経営の観点からは取り残しを防止することが重要であることから，葉の裏側にある果実に

ついては葉をめくって確かめることを紹介した。 
ミニトマトについては，収穫適期の果実を撮影した写真をラミネート加工して実物と対

照する方法も検討したが，印刷物と実物の色味は異なることから，キュウリと同様に，実

物で対照することを紹介した。また，豊田講師からは，収穫適期に至らない果実を障害者

に食してもらい，その苦みを覚えてもらうことで，収穫適期の果実のみを収穫するよう覚

えてもらう工夫を紹介した。さらに，受講者からは，ミニトマトを素手で収穫することに

対して，「ミニトマトはヘタがないと商品価値がなくなるところ，障害者が素手で収穫する

と果実のみが残ってしまう可能性があることから，ハサミを用いたほうがよい」との指摘

もあった。 
 

 

写真３－13 ビニルハウス内でのキュウリ・ミニトマトの収穫の様子 

注（1）撮影日：2020 年 8 月 20 日。 
（2）撮影者：農林水産研修所職員及び筆者。 

 

（エ）セルトレイへのハクサイ・ブロッコリーの播種 

 セルトレイへのハクサイ・ブロッコリーの播種は，深さや数の概念を必要としたり，細
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かい物を扱ったりする作業における障害者への配慮を学ぶために実施した。 
一つのセルに播種する種子は１粒であり，誤って２粒以上を播種しないように手先の器

用さが求められるところ，コーティングされていないハクサイの種子と，コーティングさ

れているブロッコリーの種子を用いることで，つまみやすさを比較した。 
 作業手順は，①セルトレイに播種用培養土を入れて割箸で表面をならす，②ジョウロを

用いて土表面から泡が出なくなるまで往復灌水する，③指で土に穴をあける，④ウェット

ティッシュで手を湿らせたり，水分を含んだ雑巾上に種を置いたりすることで，風に飛ば

されないようにして種子を入れる，⑤覆土する，というものである。 
播種は工程数が多いところ，障害者にどの工程を割り当てるかについて，受講者からは，

①については可能であるといった意見が聞かれた。また，灌水をどの程度行えばよいのか

の判断は難しいが，豊田講師は，泡が出なくなるまでという指標を示す技法を紹介した。 

 

 

写真３－14 セルトレイへのハクサイ・ブロッコリーの播種の様子 

注（1）撮影日：2020 年 8 月 20 日。 
（2）撮影者：農林水産研修所職員及び筆者。 
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５．終わりに 
 

（１）カリキュラム等の発展 

現在，厚生労働省は，「職場適応援助者養成研修のあり方に関する研究会」を開催して

おり，2009 年（平成 21 年）３月に開催された「障害者の一般就労を支える人材の育成

のあり方に関する研究会」で見直されて以降，10 年以上にわたって使われている研修カ

リキュラムを社会的ニーズに合致させるべく再検討している。 
検討会では，2009 年度（平成 21 年度）には，雇用される障害者は身体障害者が約５

割だったところ，2019 年度（令和元年度）には精神障害者が約５割となっており，労働

市場の変化が起こってきており，配置型ジョブコーチの支援対象も徐々に精神・発達障

害者の割合が高くなってきていることが指摘されている。そのため，職場定着のための

「ストレスの把握と対処の重要性」，アセスメントにおける「面接・面談のポイント」を

追加すること等を検討している。農林水産省のカリキュラムについても，このような福

祉的な観点のみならず，屋外ほ場での実習を必須とする故に気温と湿度が適正な時期に

開講するといった観点からも，今後，多方面からの意見を受けて改良していくことにな

ろう。 
 また，厚生労働省の同研究会では，職場適応援助者養成研修を研修としてだけ受講す

ることができ，その後，ジョブコーチとして実践しなくても構わない制度となってお

り，気軽に受講できる旨が指摘されている。農林水産省の研修は，初年度ということも

あり，200 名近くの応募者の中から，受講申込書の記載を基に，実際に活動できる環境と

意欲がありそうな 20 名弱の受講者を選抜したことから，受講者の質は担保できたものと

考えているが，今後，修了認定者から支援活動の報告を受けながら，制度が支援活動に

結び付いているかを確認する必要があろう。 

 

（２）ジョブコーチ派遣に係る支援 

今回の試験「３．【意欲を問う問題】」の答案では，農業者と就労系障害福祉サービス事

業所をマッチングすること，農福連携を通じた地域活性化のためのスキームを生み出すア

イデア，現地調査や情報発信をすること等，農福連携を現場で実践する手法を具体的にア

ドバイスする計画以外の記載が確認された。このことは，農福連携の推進に意欲的な受講

者が，技術指導の範囲を超えて積極的に引っ張っていく役割を担いたいという意欲がある

ことを示すとともに，農業版ジョブコーチとして現場に責任を持って接することにより，

障害者の雇用・就労を具体的に確保する役割にまで自然と至ることを示唆したものとも考

えられる。 
また，厚生労働省は，2005 年（平成 17 年）10 月から，職場適応援助者養成研修を修了

した者がジョブコーチ支援を行った際に，その者を送り出した法人等に，１日の活動につ

き助成金（現在は１日の支援時間の合計が４時間以上で日額 16,000 円）を支給する職場

適応援助者支援事業を行っているところ，農林水産省はこのような事業を行っておらず，
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所属以外の農業現場を支援することに対する経済的補填がないことから，自社を超えて技

術指導に出る具体的なプランを思い描けなかった事情もあろう(13)。 
ただし，厚生労働省の制度においても，2019 年度（令和元年度）において，当該助成を

用いて支援を実施した訪問型ジョブコーチは 568 名にとどまっており，累計修了者数から

著しく少ない状況となっていることから，コスト的に賄える事業しか行わない点が指摘さ

れている。今後，派遣を活性化させる仕組みづくりが議論されるであろう。 
 

（３）御礼 

 制度設計の際には，あたかも知識が独り歩きしていないかを常に考えながらも，国が研

修を制度化する以上，抽象的な接し方や振る舞い方の良し悪しを紹介するにとどまっては

いけないという視点から，両者のバランスについては相当悩みながら進めたところである。

結果として，本研修が成功したかについては，修了認定者による今後の活動を踏まえた感

想を待ちたい。また，受講者との質疑応答により，見えていなかったことを多く学ばせて

いただいたことに，心から感謝申し上げる。 
本研修を行うに当たり，講義及びテキスト作成に協力いただいた農林水産政策研究所の

吉田次長及び松久上席主任研究官，連絡調整に協力いただいた農林水産研修所つくば館の

上杉企画官及び同水戸ほ場の上野研修調整官，物品調達や経理事務に協力いただいた農林

水産研修所つくば館の早田係員，受講者対応に協力いただいた生産局技術普及課の高橋課

長補佐及び内田係員，会場設営及び当日運営に協力いただいた農林水産研修所つくば館水

戸ほ場の広木技術研修調整官をはじめとして，筆者に制度設計から実施までの本業務を担

当させてくださり，最後まで全体を監督いただいた農村振興局都市農村交流課の富所課長

補佐には，深く感謝申し上げる。 
 

注（1）「農山漁村振興交付金」のうち，「都市農村共生・対流及び地域活性化対策（農福連携対策のうち『農福連携支 

援事業』）」 

（2）「農山漁村振興交付金」のうち，「農山漁村交流対策（農福連携対策のうち『農福連携支援事業』）」 

（3）「農山漁村振興交付金」のうち，「農福連携対策（うち『農福連携人材育成支援事業』）」 

（4）ただし，民間事業者の中には，自治体・教育機関・観光機関等を巻き込んで農福連携を推進する活動や，研修

会・セミナー・シンポジウム等を企画・運営することを「コーディネート」と呼ぶ者もおり，統一的な言葉の使

い方がされていない状況とも言える。 

（5）「農山漁村振興交付金」のうち，「農福連携対策（うち『農福連携人材育成支援事業』）」 

（6）小川も，「職場にいる時間が長いことを活かして，ナチュラルサポートを形成する」としている（厚生労働省

（2020）『第２回 職場適応援助者養成研修のあり方に関する研究会（資料）』より）。 

（7）小川・山路など（厚生労働省（2020c）『第１回 職場適応援助者養成研修のあり方に関する研究会（議事録）』

より）。また，職場適応援助者養成研修修了者（第１期）である NPO 法人わかくさ福祉会理事長の野路和之氏も，

ジョブコーチがコーディネート的な役割をすることを指摘している。 

（8）ただし，2019 年度（令和元年度）から継続して人材育成を実施する民間事業者については，農業版ジョブコー
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チという名称を用いないことを強制せず，任意で控えるという扱い。 

（9）本年度，農林水産研修所つくば館水戸ほ場会場では，第１講座と第２講座の順序を入れ替えて実施した。 

（10）巧緻性とは，作業にはどれくらいの身体の器用さが求められるかという性質のこと。 

（11）現在，厚生労働省は，合理的配慮の提供の義務化等の制度改正を受け，訪問型／企業在籍型職場適応援助者

の役割の講義に，「職場における障害者の権利擁護」を追加することを検討している。 

（12）農林水産研修所つくば館水戸ほ場の住所は水戸市であるが，県庁所在の中心部よりも笠間市に近接している。 

（13）受講のインセンティブについて言えば，厚生労働省は，農福連携等の生産活動に限らず，就労支援の全般に

係る知識を付与する「就労支援関係研修」を修了した者を配置する等の要件を満たした場合，就労移行支援事業

所が請求する訓練等給付費を加算する措置を行っており（就労支援関係研修修了加算），訪問型職場適応援助者養

成研修もこの対象になっている。しかし，当該加算は多くの事業所が取得していることから，農業版ジョブコー

チ育成研修を修了したことをもって当該加算の要件としても，取得のインセンティブとなることは期待しづらい

と思われる。 

また，県レベルでは，岐阜県は，養成研修会の修了者を「岐阜県農業ジョブコーチ」に登録し，農業者の要請

に応じて活動する場合に活動補助金を支給することとしている。補助金の額は１回(日)5,000 円であり，活動時

間が３時間に満たない場合は１時間当たり 1,000 円となっているが，活用者はまだいないとのことである。 
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